
実施施設数 文書指導施設数 口頭指導施設数

令和３年度 500施設 448施設（89.6％） 406施設（81.2%）

※専門的財務監査については、令和３年度より実施開始。

※指摘があった全ての施設において、改善報告書を提出済。

企業主導型保育事業における専門的財務監査の状況について
（令和３年度結果）

○財務監査は、公認会計士などの専門的な知見・経験を有する者が、児童育成協会が策定する財務面の監
査に特化した指導監査基準（専門的財務監査評価基準）に基づき、企業主導型保育施設において助成金
の不正使用や不適切な会計処理などが行われていないかを明らかにすることを目的として実施する。
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○専門的財務監査の実施施設：500施設

令和３年７月から実施。

・設置法人所在地での監査 ：315施設

・設置法人所在地以外での監査 ：185施設（うち、保育施設での監査78施設、保育施設以外での監査107施設）

○対象施設 令和２年度の立入調査において経理関連の指摘があり、なおかつ３千万円以上の助成を
受けている施設。

目的

実施状況
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具体的な指摘事項
R3年度件数
（割合)

①運営費完了報告の収支決算書に助成対象外の支出が計上されている
315

（14.4％）

②預金の管理(現金実査等)が適正でない
243

（11.1％）

③経費支出の計上額が不明確または誤っている
227

（10.4％）

④決算書(貸借対照表や損益計算書)の作成が不適正である
150

（6.9％）

⑤発注業務に関する規程または規定が定められていない
136

（6.2％）

⑥親族、役員や関係会社との取引の適正性が確認できない
118

（5.4％）

⑦保育事業に係る経理規程が設定されていない、または内容に不備がある
116

（5.3％）

⑧契約業務に関する規程または規定の内容に不備がある
98

（4.5％）

⑨人件費の計上額が明確でない、または誤っている
94

（4.3％）

⑩会計責任者および出納職員の任命、設定に不備がある
92

（4.2％）

令和３年度主な文書指摘事項（上位10件）


